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 連結子会社に対する債権放棄並びに連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社ＶＡＭＯＳ（以下、

「VAMOS」）に対する債権放棄並びに株式譲渡を実施することを決議いたしましたので、下記の 

とおりお知らせいたします。なお、本件株式譲渡により、VAMOS は当社の連結の範囲から除外さ

れます。 

 

記 

 

１．債権放棄並びに株式譲渡の理由  

当社は中期経営計画に沿って、2021 年 6 月に共働き世帯や教育への関心が高い保護者への支援を

目的に保育周辺領域である教育・学習塾運営を行う VAMOS を買収いたしました。 

VAMOS 創業者（富永氏）との連携により学習塾の規模拡大を企図して積極的な投資を行ったも

のの、人不足等の影響による採用・人件費負担が重く、当初想定した通りの生徒在籍率の向上や 

シナジー発揮による収益力の向上が実現できず、2026 年 7 月期 第２四半期末において債務超過の

状態となっております。 

以上を踏まえ当社は、事業存続を図り、既存顧客に不測の損害を与えないためには、債権放棄に

より財務体質を改善し、買収前から小規模運営により成果を上げていた創業者が事業規模を縮小し

て立て直しを図ることが最善と判断し、本株式譲渡を行うことと致しました。 

 

２．異動する子会社の概要 

(1) 名称 株式会社ＶＡＭＯＳ 

(2) 所在地 東京都武蔵野市吉祥寺本町一丁目 10 番 10 号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 富永 雄輔 

(4) 事業内容 
1. 大学、高校、中学受験生に対する指導 

2. 学習塾の経営 



(5) 資本金 １百万円 

(6) 設立年月日 2006 年 12 月 

(7) 大株主及び持ち株比率 株式会社さくらさくプラス 100％ 

(8) 
上場会会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 当社は VAMOS の株式の 100％を保有し

ております。 

人的関係 当社より VAMOS に取締役 2 名を派遣し

ております。 

取引関係 VAMOS に対し資金の貸付を行っており

ます。 

(9) 当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2023 年 6 月期 2024 年 6 月期 2025 年 6 月期 

純 資 産 △26,057 千円 △94,128 千円 △149,120 千円 

総 資 産 109,228 千円 94,797 千円 58,050 千円 

1 株 当 た り 純 資 産 △173,718 円  △627,525 円  △994,135 円 

売 上 高 240,857 千円 300,619 千円 337,890 千円 

経 常 利 益 △18,359 千円 △42,561 千円 △42,414 千円 

当 期 純 利 益 △19,186 千円 △68,071 千円 △54,991 千円 

 

3．株式譲渡先の概要、譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡後の所有株式の状況 

(1) 氏名 富永 雄輔 

(2) 上場会社との関係 当該子会社の代表取締役社長であります。 

(3) 異動前の所有株式数 150 株（所有割合：100％） 

(4) 譲渡株式数 150 株（所有割合：100％） 

(5) 譲渡価額 

譲渡価額については、株式譲渡契約における守秘義務を踏ま

え非開示とさせていただきますが、公正なプロセスを経た 

交渉により決定しており、公正な価額と認識しております。 

(6) 異動後の所有株式数 ０株（所有割合：０％） 

 

4．債権放棄の内容 

(1) 債権の種類 貸付金 

(2) 債権の金額 153 百万円 

 

5．日程 

(1) 取締役会決議日 2026 年３月 13 日 

(2) 契約締結日 2026 年３月 13 日 

(3) 債権放棄実行日 2026 年３月 13 日（予定） 

(4) 株式譲渡実行日 2026 年３月 13 日（予定） 



6．今後の見通し 

VAMOS に対する債権放棄により、個別決算においては 153 百万円を特別損失（関係会社債権放

棄損）として計上する予定でありますが、今回の債権放棄に関連して生じる損失については過年度

において概ね相当額を引当処理済みであり、当該引当金は連結決算において相殺消去されます。 

また、本株式譲渡の実行により VAMOS は当社の連結子会社から除外されますが、その業績影響は

軽微であります。これらによる 2026 年 7 月期連結業績予想への影響はありません。 

 

以上 


